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電機産業における競争形態の研究（その２）

　　　　　主要電機企業の事業の変遷と競争形態
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終わりに

はじめに

　筆者は前の論文「電機産業における競争形態の研究（その１）　　電機産業

研究の到達占　　」（『立命館経済学』第４０巻第６号，１９９２年３月）において，わが

国における電機産業研究の到達点と ，筆者が設定した，対立と協調という独占

問競争の実態を全体像として把握する，という問題に答えるために検討すべき

要点とを指摘した。その概略をかいつまんで紹介すると ，以下のようなことで

あっ た。

（工）現在の研究状況について言えば，急成長分野ないし貿易摩擦で注目を浴び

　る製品分野と ，急速な市場シェアの変動のない分野とでは，研究の状況に片

　寄りがある 。
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　　企業研究についても ，各企業の動向としてとりあげられることが多い反面 ，

　企業問の対抗関係については全体像が把握しにくい状況にある 。

　　長期的かつ全体的にみた場合，各分野とも競争の一定の到達段階で再編が

　予想されるが，その場合の競争の中核的主人公は，潜在的参入者としての可

　能性を考え合わせれば，全体として大きな規模を保持している企業（とりわ

　け，総合型企業）と考えられるであろう 。

　筆者が設定した，電機産業における対立と協調という独占問競争の実態を

　全体像として把握する，という問題設定に答えるためには，各国王要電機独

　占企業の動向を，競争相手企業との対比の中で把握しなければならない 。

　具体的には以下のような作業が必要である 。

１）各国王要電機独占企業の売上高の変化

２）各国主要電機独占企業の事業部門構成の変化

３）各国主要電機独占企業の販売市場の変化

４）各国王要電機独占企業の研究開発投資の動向

５）各国主要電機独占企業の設備投資の動向

　このような視点から，この小論では戦後の主要電機企業の動向を，各企業個

別単独にではなく ，全体的な競争場裏の中で把握しようとするものであるが ，

今回は予定した作業の内，王要電機企業の事業部門構成の変化を検討すること

によっ て， 参入と撤退，集中（合併と提携），多角化と専業化等の競争の形態の

概観を把握する。そのために目次で掲げた順に検討を進めるが，これは前号で

設定した作業予定の前半部分に相当し，後半部分は競争形態のより詳細な把握

のために，今後の課題としたい 。

第一章　各国主要電機企業の売上高の変化

表１は第二次世界大戦後の世界の電機独占企業の業界内での売上高ランキン
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グの変化を示したものである。戦後の世界市場競争の出発点として，戦後の混

乱が一段落して，ｒ高度成長」を迎える前の１９６０年を考えたが，資料として利

用した『Ｆｏｒｔｕｎｅ』誌では，１９６０年は米国以外の企業のランキングの表示が全

業種合わせて百位までで打ち切られているので，それに代わるものとして６２年

の数字を利用した。この時期は世界的な不況期にあたり ，この２年問は企業間

の序列に大きな変化は見られず，６０年に代わるものとして利用可能と考えられ

る。 ４０位までを取り上げた理由の第一は，世界市場における競争の主人公とし

て安定的にその地位を確保しているのは，大体３０位くらい，もう少し広く見て

も４０位程度と思われるからである。第二に，企業規模（売上高）の点でも ，４０

位の企業でトッ プ企業の十分の一（１９９０年）であり ，対等の競争者としてはこ

の程度の規模が最低限必要と考えられるからである 。

　各企業の売上高の中には電気機器とは言えないものもかなり含まれている 。

代表的な例をあげれば，ゼネラル ・テレフォン＆エレクトロニクス（米）の場

合， １９６２年時点で約６割程度が通信サービスによる売上で，製造業としては残

りの４割程度であるが，それだけでも４０位以内に入る規模を持っていたので ，

ここでは非製造業として排除しなか った。しかし，９０年時点では製造業部門だ

けの売上高では４０位以内に入れないので除外している。他の企業も多かれ少な

かれ電気機器以外の売上高を含んでいるが，その比重が小さいのでここでは無

視した。また，『Ｆｏｒｔｕｎｅ』誌では，韓国の三星クループ，大宇クルー プを電機

産業として分類しているが，電気機器部門以外の比重が大きいので，これは除

外した 。

　１９６２年当時の上位４０社の内，９０年時点でも４０位以内にとどまっ ているものは

２８社あるが，ただし，その内２社は対等合併によっ て１社に集約されており ，

９０年時点では２７社である。また，６２年の４０位以内企業の内，５社は先の２６社に

属する企業に吸収合併されて独立性を失ってはいるが，その事業は現在にも痕

跡を残している。６２年の４０杜の残り７社は成長速度が相対的に遅くて，その地

位が後退したものであり ，この約３０年ほどの問に，約三分の一の企業が入れ替

わっ たことになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４２３）
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表１ ．世界の主要電機

１９６２年 １９７０年

順　　　　位 売上高 順　　　　位 売上高

１ＧＥ（米） ４７９３ １ＧＥ（米） ８７２７

２ウエスタンエレクトリッ ク（米） ２７６２ ２ＩＢＭ（米） ７５０４

３ウエスチングハウスエレクトリッ ク（米） １９５４ ３ＩＴｒ（米） ６３６４

４ＩＢＭ（米） １９２５ ４ウエスタンエレクトリッ ク（米） ５８５６

５ＲＣＡ（米） １７４３ ５ウエスチングハウスエレクトリッ ク（米） ４３１３

６フィリッ プス（オランダ） １５２９ ６フイリッ プス（オランダ） ４１６３

７シーメンス（独） 工３５０ ７ゼネラルテレフォン＆エレクトロニクス（米） ３４３９

８ゼネラルテレフォン＆エレクトロニクス（米） １３２８ ８日立（日） ３３２８

９スペイリーランド（米） １１８２ ９ＲＣＡ（米） ３２９２

１０ＩＴｒ（米） １０９０ １０シーメンス（独） ３１９６

１１日立（日） ９５５ １１松下電器（日） ２５８８

１２東京芝浦電気（日） ７９５ １２リットンインダストリー（米） ２４０４

１３ＡＥＧ（独） ７８０ １３ＡＥＧ一テレフンケン（独） ２３３４

１４シンガーマニュファクチ ュアリング（米） ６３１ １４東京芝浦電気（日） ２２９５

１５松下電器（日） ６０２ １５ＧＥＣ（英） ２２１８

１６ハネウェ ル（米） ５９６ １６シンガー（米） ２１２５

１７アソシエイテ ッドイングリッ シュインダス ５８９ １７ハネウェ ル（米） １９２１

トリー（英）

１８ブラウンボベリ（スイス） ５８７ １８スペイリーランド（米） １７５５

１９レイセオン（米） ５８１ １９ＴＲＷ（米） １５８５

２０ナシ ョナルキャッ シュレジスター（ＮＣＲ） ５６４

（米）

２０ＣＧＥ（仏） １５５０

２１イングリッ シュエレクトリッ ク（英） ５５９ ２１ロバートボ ッシュ（独） １５０３

２２三菱電機（日） ５３８ ２２ＮＣＲ（ナシ ョナルキ ャッ シュレジスター） １４２１

（米）

２３ロバートボ ッシュ（独） ５０８ ２３ブラウンボベリ（スイス） １３２６

２４ワールプール（米） ４６５ ２４レイセオン（米） １２５９

２５ＴＲＷ（米） ４６０ ２５ワールプール（米） １１９７

２６バロース（米） ４２３ ２６三菱電機（日） １１４６

２７ＣＧＥ（仏） ４０５ ２７トムソンブラント（仏） １０３６

２８リットンインダストリー（米） ３９４ ２８バロース（米） ８８５

２９ＧＥＣ（英） ３７８ ２９日本電気（日） ８２９

３０マグロウエデイソン（米） ３４９ ３０テキサスインスツルメント（米） ８２８

３１モトローラ（米） ３４７ ３１モトローラ（米） ７９６

３２アセア（スウェー デン） ３３７ ３２オリヴ ェティ（伊） ７４４

３３ゼニスラヂオ（米） ２９０ ３３アセア（スウェー デン） ７１３

３４富士電機（日） ２８１ ３４ホワイトコンソリデーテ ッド（米） ７０９

３５エリクソン（スウェー デン） ２６５ ３５ソーンＥＭＩ（英） ７０６

３６ノーザンエレクトリッ ク（加） ２６０ ３６オティスエレヴェーター（米） ６８２

３７オリヴェティ（伊） ２４８ ３７エマーソン（米） ６５７

３８Ｃ．Ｆ．トムソン（仏） ２４４ ３８三洋電機（日） ６４２

３９テキサスインスツルメント（米） ２４１ ３９マグロウエデイソン（米） ６３１

４０プレ ッシー（英） ２３８ ４０エリクソン（スウェー デン） ６１１

注１）

　２）

　３）

４）

　匝ｏ宜ｍｅ」 ，［Ｍ００ＤＹ’Ｓ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』，および，日本経済新聞杜『外国会祉年鑑」，［会社年鑑』よ
　ＡＴ＆Ｔの通信機器製造子会社であ ったウェスタン ・エレクトリッ ク（米）は１９８３年に解体されたが，ＡＴ＆Ｔの子会社

　ＩＴＴは欧州の通信機器事業を仏ＣＧＥに事実上売却し，現在では保険業が中心業務になっ ているが，９０年度の製造業売

事業であり ，総売上高中の製造業としての売上高は１９７１年では１９ ．１億ドル ，８０年４０ ．５億ドル ，９０年５７．０億ドル（これだけ

　売上高伸び率の倍率の算定にあた っては，被合併企業の売上高は６２年の売上高には算入しなか った。最後のＡ～Ｄは

（４２４）
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企業の売上高の変遷 （売上高の単位 ：百万ドル）

１９８０年 １９９０年

順　　　　位 売上高 順　　　　位 売上高 対６２年比　ランク

１ＩＢＭ（米） ２６２１３ １ＩＢＭ（米） ６９０１８ ３５．９倍　　Ｃ

２ＧＥ（米） ２４９５９ ２ＧＥ（米） ５８４１４ １２ ．２〃 　　　　Ｄ
３ＩＴＴ（米） １８５３０ ３日立（日） ５０６８６ ５３ ．１〃 　　Ｂ

４フィリッ プス（オランダ） １８４０３ ４松下電器（日） ４３５１６ ７２ ，３〃 　　Ｂ

５シーメンス（独） １７９５０ ５シーメンス（独） ３９２２８ ２９ ．１〃 　　　Ｃ

６日立（日） １２８７１ ６フイリッ プス（オランダ） ３０８６６ ２０ ，２〃 　　　Ｃ

７松下電器（日） １２６８４ ７東芝（日） ３０１８２ ３８ ．Ｏ〃 　　　Ｃ

８ウエスタンエレクトリッ ク（Ｗ ・Ｅ）（米） １２０３２ ８アセアブラウンボベリ（スイス） ２７７０５ ３０ ．Ｏ〃 　　　Ｃ

９ＣＧＥ（仏） １０８４７ ９ＣＧＥ（仏） ２６４５６ ６５ ．３〃 　　Ｂ

１０ゼネラルテレフォン＆エレクト ９９７９ １０日本電気（日） ２４３９１ １２９ ．７〃 　Ａ

ロニクス（米）

１１トムソン（仏） ８６５７ １１三菱電機（日） ２！２２８ ３９ ．５〃 　　Ｃ
１２ウェスティングハウスエレクトリ ８５１４ １２ソニー（日） ２０９２８ ３４４ ．２〃 　Ａ
ック（米）

１３東芝（日） ８１４６ １３ロバートボ ッシュ（独） １９９６７ ３９ ．３〃 　　　Ｃ

１４ＲＣＡ（米） ８０１１ １４富士通（日） １７９７５ ２８２ ．６〃 　Ａ

１５ロッ クウェルインターナシ ョナル（米 ６９０７ １５エレクトロラ ソクススウェー デンｊ １４１５３ 〃

ユ６ＡＥＧ一テレフンケン（独） ６７５６ １６トムソン（仏） １３８１１ ５６ ．６〃 　　Ｂ

１７ＧＥＣ（英） ６５５６ １７ＧＥＣ（英） １３５９２ ３５ ．９〃 　　　Ｃ

１８ロバートボ ッシュ（独 ） ６５０６ １８ヒューレトハ 。ツ カード（米） １３２３３ １２１ ．４〃 　Ａ

１９ブラウンボベリ（スイス） ６００６ １９デジタルイクイプメント（米） １３０８５ ２３６１ ．９〃 　Ａ

２０エレクトロラ ックス（スウェー デ ５４０９ ２０ウェスティングハウスエレクトリ １２９１５ ６． ６〃 　　　　Ｄ
ン） ック（米）

２１三菱電機（日） ５００６ ２ユロッ クウェ ルインターナシ ョナル（米、 １２４４３ ９０ ．８〃 　　Ｂ

２２レイセオン（米） ５００２ ２２ＡＴ＆Ｔ（米）の製造部門（旧Ｗ ・Ｅ １２３００ ４． ５〃 　　　　Ｄ
社相当）

２３ＴＲＷ（米） ４９８４ ２３キャノン（日） １２２０８ ４２７ ．５〃 　Ａ

２４ハネウェ ル（米） ４９２５ ２４モトローラ（米） １０８８５ ３１ ．４〃 　　　Ｃ

２５スペイリー（米） ４７８５ ２５三洋電機（日） １０７２６ ６４ ．６〃 　　Ｂ

２６リットンインダストリー（米） ４２４７ ２６ユニシス（米） １０１１１ ２３ ．９〃 　　　Ｃ

２７テキサスインスツルメント（米） ４０７５ ２７シャー プ（日） ９９２６ ２２０ ．１〃 　Ａ

２８三洋電機（日） ４０２３ ２８レイセオン（米） ９２６８ １６ ．Ｏ〃 　　　　Ｄ

２９ソニー（日） ３７９０ ２９ＡＥＧ（独リ ８２５３ １Ｏ ．６〃 　　　　Ｄ

３０日本電気（日） ３７６７ ３０ＴＲＷ（米） ８１６９ １７ ．８〃 　　　Ｄ
３１ソーンＥＭＩ（英） ３５３６ ３１エリクソン（スウェー デン） ７９８ユ ３０ ．１〃 　　　Ｃ

３２ＮＣＲ（米） ３３２２ ３２エマーソン（米） ７５７３ ３４ ．９〃 　　　Ｃ

３３ヒューレトハ 。ツ カード（米） ３０９９ ３３オリヴ ェティ（伊） ７５４２ ３０ ．４〃 　　　Ｃ

３４モトローラ（米） ３０９９ ３４松下電工（日） ７２４２ １１５ ．９〃 　Ａ

３５エマーソン（米） ３０６７ ３５ハネウェル（米） ６９８５ １１ ．７〃 　　　　Ｄ

３６アセア（スウェー デン） ２９６９ ３６ノー ザンテレコム（加） ６８１３ ２６ ．２〃 　　　Ｃ

３７テレダイン（米） ２９２６ ３７ワールプール（米） ６６４７ １４ ．３〃 　　　　Ｄ

３８エリクソン（スウェー デン） ２８７９ ３８テキサスインスッルメント（米） ６６０４ ２７ ．４〃 　　　Ｃ

３９バロース（米） ２８５７ ３９ブル（仏） ６４０８ 〃

４０シンガー（米） ２７８７ ４０ＮＣＲ（米） ６３９５ １１ ．３〃 　　　　Ｄ

り作成 。

に引き継がれた同事業は９０年度で１２３億ドルであり ，ＡＴ＆Ｔは現在でも巨大な電機メーカー でもある 。

上は約７８億ドル（内，電気機器は約１／３）である。ゼネラルテレフォン＆エレクトロニクス（ＧＴＥ ・米）の主要業務は通信
ではこの年度は４０位に入れない），９０年総売上高１８３ ．７億ドルである 。

売上高伸び率のランク分けである 。（Ａ ：百倍以上，Ｂ ：５０～９９ ．９倍，Ｃ １２ト４９ ．９倍，Ｄ ：２０倍未満）

（４２５）
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　この内，成長のスピードが遅くてその地位を譲り渡したものは，ゼネラル ・

テレフォン＆エレクトロニクス ，ＩＴＴ，シンカー・ マニュファクチ ュアリンク ，

リットンインダストリー マグロウ ・エディソン，ゼニスラジオ，富士電機 ，

の７社であり ，また，合併されたものは，ＧＥによるＲＣＡ，バロースによる

スペイリーランド（合併後の社名はユニシス），そして英ＧＥＣによるアソシエイ

テッ ド・ イングリッ シュ ・インダストリーとイングリッ シュ ・エレクトリッ ク，

ＧＥＣ（英）とシーメンス（独）によるプレ ッシー である。尚，アセアとブラウ

ン・ ボベリはそれぞれの重電部門の対等合併によりアセア ・ブラウン ・ボベリ

を設立した 。

　ＩＴＴは，もともとヨーロソパにおける電話通信機器の製造と ，中南米にお

ける国際通信サービスとが中心的業務であ ったが，通信機器製造部門を仏

ＣＧＥに事実上売却し（新合弁会杜アルカテル ・Ｎ ・Ｖ），現在では，保険業を中心

とする非製造業に分類されている 。

　ウエスタンエレクトリッ クはもともとＡＴ＆Ｔの通信機器製造の完全子会社

であ ったが，米国司法省のＡＴ＆Ｔに対する独禁法違反訴訟の和解とともに ，

ＡＴ＆Ｔグループ全体が大きく再編されるにおよんで，ウエスタンエレクトリ

ック自体も１９８３年１２月に解体 ・再編された。しかしその生産活動自体は分割さ

れた子会社のところで継続されているが，単一会社としての規模は失った 。

　事実上の倒産により ，地位が後退したのは独ＡＥＧである。ＡＥＧはレーニ

ンが『帝国主義論』の中で，米ＧＥとともに世界市場を二分する電機トラスト

として取り上げたほどの巨大企業であ ったが，家電，テレビ部門の不振がたた

り， １９８１年８月に和議を申請し，その後，テレビ部門の売却等の整理を進める

とともに，８８年からダイムラー・ ベンツグルー プに組み込まれた。重電部門を

中心に再建をはかり ，９０年現在依然として約８３億ドルの売上高規模を保ってい

る。

　他方，この約３０年ほどの問に，新たに売上高４０位以内に躍進したのは１３社で

あるが，その大部分はエレクトロニクス技術に依存している。日本電気，富士

通， ヒューレ ット ・パッ カード，デジタルイクイプメント ，キャノン，ブルは

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２６）
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半導体，コンピューター その周辺機器に依存して大きくなっ たし，ソニー

三洋電機，シャープもエレクトロニクス技術利用の家電製品に大きく依存して

輸出を伸はしたのである。また，米国のロソ クウェ ルとエマーソンも軍事用エ

レクトロニクス製品で急成長をとげた 。

　同じ家電メーカー でも ，エレクトロラ ックスは白物中心であり ，むしろ外国

企業の買収により急成長をとげた。松下電工は松下グループ発祥時以来の伝統

である樹脂製品を受け継いで成長をとげた企業であり ，配線器具に始まり ，照

明器具，建材を主力製品として発展した 。

　松下電工の場合，この種の製品の市場が拡大したのも事実であるが，売上高

ランキングとの関係でいえば，むしろ為替レートにおける円高の影響を強く受

けている 。６２年当時１ドル３６０円であ ったものが，９０年では１４５円と ，円は約

２．５倍に評価されるようになっ たが，このことは他社も含めて日本企業の売上

高ランキングを押し上げた。仮に，もし３６０円という古いレートで計算をすれ

は， ９０年時点で４０位以内に入るのは，表１で１４位の富士通までであり ，キャノ

ン， 三洋，シャー プ， 松下電工はそこからはずれることになるであろう 。独

ＡＥＧも同様の理由でランク外になる 。

　売上高ランキング４０位という範囲の中で，６２年から９０年にかけてその地位を

保持している企業は，ＩＢＭ，ＧＥ，日立，松下電器，シーメンス，フィリッ プ

ス， 東芝，アセア ・フラウン ・ボベリ ，ＣＧＥ，三菱電機，ロハート ・ホ ソシ

ュ， トムソン ，ＧＥＣ，ウェスティングハウス，ＡＴ＆Ｔの製造部門（旧ウェス

タン ・エレクトリッ ク），モトローラ ，ユニシス，レイセオン，ＡＥＧ，ＴＲＷ ，

エリクソン，オリヴェティ ，ハネウェ ル， ノーザンテレコム，ワールプール ，

テキサスインスッルメント ，ＮＣＲの２７社である。世界のトッ プクラスの巨大

電機独占体の地位は，激しい競争にもかかわらず，意外と安定的に推移してい

る。 尚， ＮＣＲは１９９１年５月にＡＴ＆Ｔに買収された 。

　表１の最後に１９６２年から９０年にかけての売上高の伸び率と ，その伸び率のラ

ンク分けを示しておいた。Ａランクはこの間に百倍以上（年平均伸び率１７ ．９％以

上）の伸びを示した企業で，日本電気，ソニー 富士通，ヒューレ ット ・パッ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４２７）
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カード，デジタルイクイプメント ，キャノン，シャー プ， 松下電工の８社であ

る。 松下電工を別にして，いずれもエレクトロニクス技術（コンピューターまた

は家電）を原動力にして成長を遂げている。デジタルイクイプメント ，ヒュー

レット ・パッ カード（米）以外は日本企業であり ，これらは為替レートの変動

に助けられた点も見逃せないが，実態的にもやはり急成長に違いない。とりわ

けデジタルイクイプメント ，キャノン，ソニー 富士通，シャープの急成長は

驚異的である。ちなみに，デジタルイクイプメントのこの問の年平均伸び率は

３２ ．Ｏ％であり ，ソニーは２３ ．２％であ った 。

　Ｂランクは伸び率５０～９９．９倍の企業で，日車，松下電器，ＣＧＥ，トムソン ，

ロッ クウェ ル， 三洋電機の６社で，これらの企業も家電またはコンピューター

通信機器にまつわるエレクトロニクス技術に大きく依存している 。

　Ｃランクは伸び率２０～４９．９倍の企業で，現在の世界の電機産業のトッ プ・

ＩＢＭをはじめ，シーメンス，フィリ ソプス，東芝，アセア ・フラウン ・ボベ

リ， 三菱電機，ロバート ・ボ ッシ ュ， ＧＥＣ，モトローラ，ユニシス，エリク

ソン，エマーソン，オリヴェティ ，ノーザンテレコム，テキサスインスツルメ

ントがこのグルー プに属する 。年平均１１ ．３％から１４．９９％の率で成長すると ，

２８年問でちょうどこの倍率に達するのであるが，この率はけして低いものでは

ない。電機産業としては平均的であ っても ，全産業の中ではむしろよく成長を

とげた部類に属するであろう 。このランクに属する企業の主要営業品目は半導

体・ コンピューター 重電，家電，通信機器と各種含まれており ，その意味で

も電機産業の平均的姿でもあろう 。

　Ｄランクは伸び率２０倍未満の企業で，ＧＥ，ウェスチングハウス，ＡＴ＆Ｔの

製造部門（旧ウェスタンエレクトリッ ク），レイセオン ，ＡＥＧ，ＴＲＷ，ハネウェ

ル， ワールプール，ＮＣＲがこのグループに属するが，重電メーカー・ 機械メ

ーカー的色彩の濃い企業が大多数を占め，また，そのほとんどが米国企業でも

ある。優良企業といわれるＧＥでさえ，世界の電機企業の中では低成長グルー

プに属するが，それでもその年平均成長率は９ ．３５％に達する 。

　以上のような企業問の成長率格差をごく簡潔に特徴づけるとすれば，イ）日

　　　　　　　　　　　　　　　　（４２８）
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本企業の急成長と米国企業の比較的ゆ っくりした成長，口）エレクトロニクス

関連企業の急成長と ，それにつぐ家電 ・通信機器企業の成長，それと対象的な

重電 ・機械関連企業の比較的ゆ っくりした成長，というように要約できるであ

ろう 。そしてこの成長分野をめぐっ て各企業がどのように行動したかを次に検

討する 。

第二章　上位４０社の事業分野の変遷

　（１）主要電機企業の事業分野別分類

　表２は１９９０年時点での世界の主要電機企業上位４０社の事業分野の変遷を示し

たものである。まず，各企業の出発時の事業部門の違いにより ，重電中心総合

型， 通信機器中心総合型，家電型，通信機器型，事務機 ・精密機械型，機械 ・

部品型の６つにグルー プ分けをおこない，そのうえで各企業のその後の事業展

開を最近の動向まで含めてごく大ざっぱに示したものである。ただし，一時的

に参入してもその後撤退したものの中には省略したものもある 。

　この表からわかることは，各企業の出発時の事業の技術的特徴が，事業の多

角化にもかかわらず，現在に至るまで色濃く残っていることであろう 。

　重電中心型総合電機企業群の場合，重電部門を中心にきわめて安定的にその

地位を保持している。重電部門への参入は技術的には他の分野の電機企業と

いうよりは，むしろ重機企業の方が可能性としては高いであろう 。ただし ，

その可能性は市場支配による制約を受け，いちじるしく狭められる。かくして

重電分野は戦後においても本格的な参入は見られない。他方で，これらの企業

は他のいろんな分野に参入したが，その母体技術からかけ離れたところでは ，

それほど成功していない。とりわけ，半導体 ・コンピューター分野では，日立 ，

東芝の日本企業を除いて，必ずしも成功をおさめているとはいえないのであ

る。

　通信機器中心型総合企業群の場合も ，いろんなところに参入したが，その参

　　　　　　　　　　　　　　　　（４２９）
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表２ ．世界の主要電機企業の事業の変遷

Ｉ． 重電中心型総合電機企業

１９９０年売上高の順位

２

７

８

９

１１

１７

２０

２９

ＧＥ（米）

日立製作所（日）

シーメンス（独）

東芝（日）

アセアブラウンボベリ（スイ
ス）

ＣＧＥ（仏）

三菱電機（日）

ＧＥＣ（英）

ウェスティングハウスエレク
トリッ ク（米）

ＡＥＧ（独）

設立の年，王要製品分野の変遷 ，

　１８９２年，電球→総合（電力機器，産業用機器，ラジオ等家電 ，

　　　　　医療機器）→ジェソトエノンン，軍事用電子機器

　１９２０年，重電→管球，通信機器　家電→晴報処理機器

　１８４７年，通信機器→重電（１９０３）→医療機器（１９２５）→コン

　　　　　ピ ューター
　１９０４年，総合（照明，重電，家電，通信機器）→情報処理機
　　　　　器
　１９８８年，アセア（スウェー デン ，１８８３年設立，重電）と ，ブ
　　　　　ラウンボベリ（スイス ，１８９１年設立，重電）の重電
　　　　　部門を移管し，対等出資で設立

　１８９８年，総合（重電，通信機器を２本柱，電池，家電）→コ
　　　　　ンピューター

　１９２１年，重電→家電（戦後）→情報処理機器
　１９００年，電球　総合（昭明，重電，家電，通信機器）

　１８８６年，重電（発 ・変 ・送電，モーター）→照明，Ｘ線装置
　　　　　他
　１８８３年，総合（照明，重電，通信機器，家電）

ｎ． 通信機器中心型総合電機企業

６　フィリッ プス（オランダ）

１６　トムソン（仏）

１８９１年，電球　総合（昭明，ランオ，蓄音機，家電，通信機
　　　　器，医療機器峯）→防衛システム，情報処理機器

１８９３年，照明，家電，通信機器，→医療機器，防衛機器，半
　　　　導体

皿．

　４

１２

１５

２５

２７

３４

３７

家電企業

松下電器産業（日）

ソニー（日）

エレクトロラ ックス（スウェ
ーデン）

三洋電機（日）

シャープ（日）

松下電工（日）

ワールプール（米）

１９１８年，配線器具→ラジオ，照明器具→家電→情報処理機器
１９４６年，音響機器→家電（音響，映像機器）

１９１０年，掃除機　白物家電→産業用機器　園芸用品→テレピ

１９５０年，家電

１９１２年，ラジオ→通信機器→家電→情報処理機器
１９３５年，配電器具→住宅関連機器 ・機材

１９５５年，家電（ＲＣＡのストー ブ， エアコン部門買収）

ｌＶ

１０

１４

２２

２４

３１

３６

通信機器企業

日本電気（日）

富士通（日）

ＡＴ＆Ｔ（米）の製造部門（旧
Ｗ・Ｅ社）

モトローラ（米）

エリクソンテレフォン（スウ

ェー
デン）

ノーザンテレコム（加）

１８８９年，管球，通信機器→情報処理機器

１９３５年，通信機器→情報処理機器
１８８１年，通信機機

１９２８年，通信機器→半導体
１８７６年，通信機器

１９１４年，通信機器

（４３０）
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Ｖ．

　１

１８

１９

２３

２６

３３

３９

４０

ｗ．

１３

２１

２８

３０

３２

３５

３８

事務機 ・精密機械企業

ＩＢＭ（米）

ヒューレト ・パッ カード（米）

デジタルイクイプメント（米）

キャノン（日）

ユニシス（米）

オリヴェティ（伊）

ブル（仏）

ＮＣＲ（米）

機械 ・部晶企業

ロバートボ ッシュ（独）

ロッ クウェルインターナシ ョ
ナル（米）

レイセオン（米）

ＴＲＷ（米）

エマーソンエレクトリッ ク
（米）

ハネウェル（米）

テキサスインスッルメント（米）

１９１１年，事務機器→コンピューター
１９４７年，訓則機器→情報処理機器
１９５７年，コンピューター
１９３７年，写真機→事務機→情報処理機器 ，

１９０５年，バロースとして出発（事務機器→コンピューター）
　　　→１９８６年，スペイリーランド（１９５５年設立，事務機
　　　器→コンピューター）を合併，同時に現杜名に変更
１９０８年，事務機器→情報処理機器
１９３１年，事務機器→コンピューター
１９２６年，事務機器→コンピューター

１８８６年，自動車用電装部晶→家電，産業用機器
１９２８年，航空機 ・自動車用機材→エレクトロニクス

１９２８年，整流管 ・ラジオ→ミサイル→ミニコンピューター
　　　半導体
１９１６年，自動車部品→工業用機器部品→電子 ・宇宙関連部品
１８９０年，産業用機器 ・装置→家庭用（照明等），軍用電子制御
　　　　システム
１９２７年，空調設備→コンピューター（８６年に撤退）→航空宇
　　　宙部門の強化
１９３８年，地質調査→電子産業（電子部品）

注１）　『Ｆｏｒｔｕｎｅ』 ，『ＭＯＯＤＹ’Ｓ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』，および，日本経済新聞社『外国会社年鑑』 ，

　『会杜年鑑』より作成 。

２）　ＧＥのコンピューター事業のように，参入後撤退したものは省略した 。

入の特徴は，やはり母体技術に強く影響を受けている。重電機器はもとより ，

その技術の応用製品である白物家電のところは相対的に弱い分野であろう 。

　家電企業群もその後の事業展開において，その母体技術から大きく離れた事

業展開はしていない。エレクトロラ ックスとワールプールはほとんど白物家電

であるし，逆にソニーは音響 ・映像製晶に特化した家電企業である。松下電器

と三洋電機，シャー プが白物家電とエレクトロニクス家電，照明器具という家

電製品の総合メーカー であり ，この３社はそろっ てコンピューター分野に手を

出しかけているが，まだ本格化はしていない 。

　通信機器企業群では，有線の通信機器（電話関連機器）企業の場合には，そ

の事業分野はきわめて安定的であ った。電話関連機器の生産は通信会社の子会

社によっ て行われる場合が多く ，この場合には親会社の通信会杜をそのまま顧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３１）
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客とするので，市場の安定度が最も強くなり ，他からの参入はほとんどない 。

ＡＴ＆丁子会社のウエスタンエレクトリ ソク ，ＩＴＴの在欧通信機器子会社 ，

ＧＴＥの通信機器製造部門などがそれに相当する。また，ノーザンテレコムも

ベルカナダの子会社であり ，この形態は北米で多くみられる形態である。そし

て， これらの直営子会社は他の分野へは手を出さなかった。通信会杜の子会社

でない通信機器企業は，技術的関連の深い半導体 ・コンピューター分野に参入

した。しかし，この２つの形態の企業とも ，あまり広範囲には分野を拡大しな

かっ た。

　事務機 ・精密機械企業群が最も華々しく事業転換をはり ，電機産業に参入し

た企業群であろう 。そして，そのいずれも家電分野ではなく ，コンピューター

分野へ転身を遂げている。ＩＢＭやオリヴェティのように事務機からコンピュ

ーターへの転換は，用途のうえではごく自然であるが，その技術はまるで別の

ものであ った。そして，コンピューター分野で成功した企業群が，コンピュー

ターが開発される当時，すでに世界的巨大企業であり ，資金と技術をため込ん

でいた総合電機企業ではなく ，事務機企業であ ったことは不思議なことでもあ

る。 ただし，日本の場合は，重電 ・通信機器企業がコンピューター分野で成功

をおさめた 。

　機械 ・部品企業群も新たに電機産業に参入した企業群であるが，その大部分

は米国企業であり ，軍事関連電子機器（電子誘導兵器）分野への参入という特

徴がみられる。テキサスインスツルメントは，もとは地質調査とその機器製造

の会社であ ったから，どちらかというとヒューレ ットパッ カードとよく似た企

業であり ，こちらに分類しない方がよいのかもしれないが，兵器そのものでは

なく ，その素材としても利用可能な半導体（大部分は民需用）で成功をおさめた 。

　以上，各企業の創設時の母体技術とその後の事業展開の関連の強さについて

述べたが，今度は新たに参入がみられた事業分野について，とのような技術的

系譜を持つ企業が参入したかを検討する。第二次世界大戦後，新たに大規模な

参入がみられたのは，家電事業，コンピューター事業，航空宇宙 ・軍事関連事

業の３つの分野に集約できる。それぞれの事業分野について参入状況を検討し

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３２）
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よう
。

　（２）家電事業への参入

　表３は家電事業への参入の状況を示したものである。重電中心型 ・通信機器

中心型総合電機企業等では，すでに戦前から手がけていたのであるが，戦後に

なっ て世界的家電ブームが巻き起こり ，新たな一連の参入が見られた。照明器

具とラジオ，それに，地域的にはアメリカを別にすれば，家電産業全体として

は， むしろ戦後の産業といっ ても過言ではない。したがって，戦前から手がけ

表３ ．家電事業への参入企業

Ｉ． 重電中心型総合電機企業からの参入

１９９０年売上高の順位

２

３

７

１１

１７

２９

ＧＥ（米）

日立製作所（日）

東芝（日）

三菱電機（日）

ＧＥＣ（英）

ＡＥＧ（独）

設立の年，主要製品分野の変遷　　　　　９０年の家電製品の割合
　１８９２年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　９％
　１９２０年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　１４％

　１９０４年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　２１％
　１９２１年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　２１％

　１９００年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　９％
　１８８３年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　２１％

ｎ． 通信機器中心型総合電機企業からの参入

６　フィリッ プス（オランダ）　　１８９１年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　４６％

１６　トムソン（仏）　　　　　　　１８９３年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電　　　３６％

皿．

　４

１２

１５

２５

２７

３４

３７

家電企業

松下電器産業（日）

ソニー（日）

エレクトロラ ックス（スウェ
ーデン）

三洋電機（日）

シャープ（日）

松下電工（日）

ワールプール（米）

ｗ． 機械 ・部晶企業からの参入

１３　ロバートボ ッシュ（独）

２８　レイセオン（米）

３２　エマーソンエレクトリッ ク（米）

１９１８年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電
１９４６年，エレクトロニクス家電
１９１０年，白物家電，エレクトロニクス家電

１９５０年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電
１９１２年，照明，白物家電，エレクトロニクス家電
１９３５年，照明，住宅関連機器 ・機材
１９５５年，白物家電，エレクトロニクス家電

１８８６年，白物家電，エレクトロニクス家電
１９２８年，白物家電
１８９０年，照明

４９％

８１％

５１％

４８％

５３％

５８％

９３％

２０％

１１％

１５％

注１）　『Ｆｏれｍｅ』　『ＭＯＯＤＹ　Ｓ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』

　『会社年鑑』より作成 。
および ， 日本経済新聞杜『外国会社年鑑』 ，

（４３３）
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ていた企業も含めて，戦後に開花 ・急成長した事業部門である 。

　このような状況の中で，戦後に設立されて急成長を遂げた企業がある。ソニ

ー， 三洋電機，ワールプールの３社で，いずれも家電専業企業として大きくな

った。また，レイセオンは戦後に，それも比較的遅く参入した企業である 。

　表３の右端に各企業の全売上高に占める家電製品の割合を示しておいた。当

然のことながら，家電専業型企業はその割合は高い。しかし，より詳しく見る

と， ソニーやワールプールの場合，その比率は８１％，９３％と高く ，文字どおり

専業企業であることは一目瞭然であるが，他の企業は５０％前後で，重電中心総

合型や機械 ・部品型企業に比べれば高いものの，意外とその比率は高くはない 。

松下電器の場合は，最近力を入れ始めた情報 ・産業機器の２５％がその比率を引

き下げている最大の原因であるが，もう一つ電子部品の１７％もその比率を引き

下げている。電子部品の場合は，半導体だけではなく ，コンデンサ ー・ 抵抗
・

トランス ・スピーカー等のいわば伝統的部品を含んでいるので，必ずしも同社

の家電離れを示すものとは言い切れないが，しかし，この二つの要因は松下電

器が１青報処理機器の分野に事業の方向を振り始めたことを示している。エレク

トロラ ックスの場合は，業務用電化機器，園芸用品，シートベルト等が，三洋

電機の場合には，産業用冷凍 ・空調機器，情報システム ・電子デバイスが，シ

ャープの場合は，情報機器 ・電子部品が，それぞれ家電製品の比率を引き下げ

るのに作用している 。

　通信機器中心総合型企業の場合，その比率はフィリ ソプスで４６％，トムソン

で３６％と ，家電専業企業に次いでその比率は高い。しかし，家電専業企業が最

近多角化の方向を探って，その比率を低下させているのに対し，フィリ ソプス

もトムソンもエレクトロニクス部門での伸び脳みから，再度の家電回帰的現象

を示しているところに両者の違いが見いだされる 。

　重電中心総合型企業の場合，その比率は９０年時点で１０～２０％程度である。多

くの事業分野を持ちながらの２０％という比率は低くないとも思えるが，しかし ，

どの企業も家電の最盛期に比べればその比率を低下させている。家電分野の比

重低下を示す数字を紹介すると ，ＧＥ７５年１８％→９％，日立７０年２９％→１４％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３４）
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表４ ．半導体 ・コンピューター事業への参入企業

Ｉ． 重電中心型総合電機企業からの参入

１９９０年売上高の順位

　２

　３

　５

　７

　９

１１

ｎ．

　６

１６

皿．

　４

１２

２５

２７

Ｗ．

１０

１４

２２

２４

Ｖ．

　１

１８

１９

２３

２６

３３

３９

４０

ｗ．

２８

３５

３８

ＧＥ（米）

日立製作所（日）

シーメンス（独）

東芝（日）

ＣＧＥ（仏）

三菱電機（日）

設立の年，主要製品分野　　　　　　９０年のこの事業分野の比率

　１８９２年，半導体，コンピューター（撤退）

　１９２０年，半導体，コンピ ューター　　　　　４８％

　１８４７年，半導体，コンピューター　　　　　１７％

　１９０４年，半導体，コンピューター　　　　　５７％

　１８９８年，パソコン（撤退）

　１９２１年，半導体，コンピューター　　　　　３７％

通信機器中心型総合電機企業からの参入

フィリッ プス（オランダ）　　１８９１年，半導体，コンピューター（縮小）　２３％

トムソン（仏）　　　　　　１８９３年，半導体　　　　　　　　　　　　？

家電企業からの参入

松下電器産業（日）　　　　　１９１８年，半導体，コンピューター（撤退→再参入）２５％

ソニー（日）　　　　　　　　１９４６年，半導体，コンピューター　　　　　（１９％）（注３）

三洋電機（日）　　　　　　　１９５０年，半導体，コンピューター　　　　　（２７％）（注３）

シャーフ 。（日）　　　　　　１９１２年，半導体，コンピューター　　　　　（４７％）（注３）

通信機器企業からの参入

日本電気（日）　　　　　　　１８８９年，半導体，コンピューター　　　　　６８％

富士通（日）　　　　　　　１９３５年，半導体，コンピューター　　　　　８３％

ＡＴ＆Ｔ（米）　　　　　　　１８８１年，コンピューター　　　　　　　　？

モトローラ（米）　　　　　　１９２８年，半導体　　　　　　　　　　　　５８％

事務機 ・精密機械企業からの参入

ＩＢＭ（米）

ヒューレト ・パ ッカード（米）

デジタルイクイプメント（米）

キャノン（日）

ユニシス（米）

オリヴェティ（伊）

ブル（仏）

ＮＣＲ（米）

機械 ・部品企業からの参入

レイセオン（米）

ハネウェル（米）

テキサスインスッルメント（米）

１９１１年，コンピューター

１９４７年，コンピューター
１９５７年

，

１９３７年
，

１９０５年
，

１９０８年
，

１９３１年
，

コンピューター

コンピューター周辺機器

コンピューター

コンピューター

コンピューター
１９２６年，コンピューター

６６％（十サービ
　　ス１００％）

４９％（１９８０年）

６３％（十サ ービ
　　ス１００％）

２７％

５９％

６０％

９

４９％

１９２８年，コンピューター（撤退）

１９２７年，コンピューター（８６年に撤退）　　　一
１９３８年，半導体，コンピューター　　　　　６６％

注１）　『Ｆｏれｍｅ』 ，『ＭＯＯＤＹ’Ｓ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』，および，日本経済新聞祉『外国会杜年鑑』 ，

　　『会社年鑑』より作成 。

　２）　主要製晶欄のｒ半導体」は外販を行 っている企業についてのみ表示した 。

　３）　三洋電機とシャー プのこの数字には，用途としては家電製晶に近いような各種情報処理機器（例えば，電

　卓等）が含まれているため，他社との比較にはあまり適当なものではない。また，ソニーも「その他」とい

　　う項目で他の製晶も含まれるために，詳細は不明である 。

（４３５）
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東芝７０年４５％→２１％，三菱電機７９年２８％→２１％，ＧＥＣ７９年１２％→９％，ＡＥＧ

８０年３４％→２１％で，この数字は日本企業の場合にはほぼ最盛期との比較となっ

ている。松下電器と日立，東芝は家電部門において，かつては「御三家」と呼

ばれたほどであり ，７０年でのこの３社の家電部門の売上高はそれぞれ６７５３億円
，

２３１１億円，２７１８億円と ，トッ プの松下と他の２社との比率は約３対１であ った

のに対して，９０年では２兆２５２０億円，５３０４億円，６６１６億円，比率約４対１と ，

松下電器と総合型企業の他の２社との差はいっ そう拡大してしまっ た。

　機械 ・部品型企業ボ ソシュ やレイセオンの場合には，そもそも家電部門の比

重がそれほど高くないので，このような低下はみられない。しかし，エマーソ

ンの場合には家電の最盛期は８０年の３４％であり ，以後１５％まで低下しているが
，

その分だけ産業用機器の比重が上昇した 。

　以上の経過は次のように要約できる。家電分野における競争では，戦後の家

電ブームに乗って，新規参入企業も含めて一斉に市場獲得競争が繰り広げられ

たが，競争が一段落した時点で強さを見せつけたのは家電専業企業であ った 。

とりわけ，日本の専業企業の両松下，ソニー 三洋，シャー プの躍進は著しい

ものがあ ったが，これは力の集中配分による勝利でもある。力の集中による勝

利の典型的な事例はソニーであろう 。同社はその事業を家電全般に広げずに ，

音響 ・映像機器に製品を絞ることによっ て強みを発揮した。これに対して総合

型企業の場合には，かつて日立がｒ二番手商法」と評されたことく ，もう一つ

力の集中が見られなかったのも事実であろう 。後で触れるが，日立，東芝は７０

年頃からコンピューター分野に力を集中する。もし仮に，日立，東芝が方向転

換をせず，全力をあげて家電分野で専業企業と競争を繰り広げていたなら，結

果はまた違ったものになっ ていたかもしれない。同じような事情は他の総合型

企業の場合にも当てはまるであろう 。

（３）半導体 ・コンピューター事業への参入

表４は半導体 ・コンピューター事業分野への参入状況を示したものである 。

この表は総売上高４０位までの企業に限定されているが，この分野だけの売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３６）
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を基準にすれば，この表に記載された企業以上の企業がかなり存在する。例え

は， 半導体のインテル，三星電子，コンピューターのア ソプルコンピューター

といっ た企業は，この分野の大手企業として本来取り上げられるべき企業であ

る。 しかし，この小論は，各事業分野の市場分割そのものの分析が目的ではな

く， 「競争形態の研究」ということであるので，これらの企業の行動パターン

はここに取り上げられた４０位以内の企業によっ て表現されるであろう 。以上の

ようなわけで，とりあえずこの表に登場する企業の動向を検討しよう 。

　この分野は，戦後新たに成立した分野として，実に多くの企業が参入した 。

特に，半導体は，およそ少し大きな電機企業であれば，自ら使用する部晶とし

て， ほとんどの企業が生産している 。また，コンピューターも自動制御を必要

とする機械にはマイクロコンピューターとして組み込まれており ，これもまた

各機械製造企業によっ て製作されている。ここで取り上げたのは，汎用性を持

った半導体 ・コンピューターを大量に市場に供給している企業である 。

　コンピューター分野で最も成功をおさめたのは事務機 ・精密機械企業からの

参入企業である。表中の８社の内，キャノンは写真機→光学事務機（複写機）

→コンピューター周辺機器（プリンター ワープロ等）と事業展開をはかった企

業であり ，今も半導体 ・コンピューターそのものには参入していない。また ，

デジタルイクイプメントはコンピューター専業企業として新たに設立された企

業である。ＩＢＭはパンチカードシステムから，ユニシスとオリヴェティはタ

イプライター から，ヒューレ ットパッ カードは計測機から，ＮＣＲはキャッ シ

ュレジスターからそれぞれ出発している。これらの技術がコンピューターの開

発にどのように有利に作用したのかは，筆者にはもう一つよく分からない。し

かし，自分が本来持っていた製品をコンピューターによっ て代替 ・刷新して行

けるという点では，他の分野からの参入企業に比較して有利に作用したことは

確かであろう 。重電，通信機器，家電製品はコンピューターによっ て代替でき

るものではないが，ＩＢＭのパンチカードシステムはコンピューターによっ て

ほぼ代替されたであろう 。したがって，重電等の他分野からの参入企業にとっ

ては新たな事業分野の新設であ ったのに対して，この分野からの企業は元来の
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事業の刷新 ・継承であり ，少なくとも市場の開拓という点では小さな負担で済

ませることが出来たように思われる。尚，ＮＣＲは１９９１年５月にＡＴ＆Ｔに買

収された 。

　これに比べて重電中心総合型や，通信機器中心総合型企業の場合には，成功

組と撤退組に分かれている。成功組は日立，東芝，シーメンスであり ，撤退組

はＧＥとＣＧＥ，両者の中間的存在が二菱電機とフィリ ソプス，トムソンであ

ろう 。フィリッ プスの場合は９０年になっ て， ４メガＤＲＡＭの開発をあきらめ ，

コンピューターについても小型機に集中するなど，後退現象がみられ，トムソ

ンは半導体に特化している 。

　撤退組の代表格はＧＥである。７０年という比較的早い時期に早々と撤退し ，

その事業をハネウェ ルに売却してしまっ た。 そしてそのハネウェ ルが今度はま

たそれを売却して撤退した。ハネウェ ルと同じく機械産業から参入したレイセ

オンもコンピューターから撤退した 。

　通信機器企業から参入した日本電気，富士通，モトローラは成功組に属する 。

　最近の特徴として，家電専業企業からの参入が始まっ たことである。松下電

器， ソニー 三洋電機，シャー プといういずれも日本の家電企業で，これらの

企業は，白物家電よりも ，テレビ，ビデオといっ たエレクトロニクス家電で急

成長を遂げ，その過程で半導体技術をマスターし，余勢をかってコンピュータ

ー事業に参入をした。松下電器は１９６０年代の後半にコンピューター開発を断念

して，家電事業に専念してきただけに，再度の参入は興味深い。しかし，コン

ピューター事業でＩＢＭ，デジタルイクイプメント ，ユニシス，日本電気，富

士通の５大勢力が築かれつつある時期に新たに参入するこれら企業の前途は筆

者にはよく分からない 。

　事務機 ・精密機械企業からの参入は旧来の製品の継承 ・発展的性格が強く ，

ある意味では専業企業とみなしても差し支えがない。これに対して他の分野か

らの参入は追加的新分野として兼業を強いられる。成功した日本企業の日立 ，

東芝，日本電気，富士通はこの分野への思い切った力の集中によっ て成功を勝

ち取ってきた。日立，東芝が力を入れ始める１９６０年代後半は，両社に取っては
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家電事業分野がまだまだ有望な分野であ ったはずである。両社がコンピュータ

ー事業に進み，ちょうど同じ時期に松下電器がコンピューター事業を断念して

家電事業に専念し，結果的には泥試合が回避され，両グルー プとも得るものが

あっ たであろう 。日本電気，冨士通も半導体 ・コンピューター事業は本来の通

信機器事業とは技術的に近い関係にあり ，専業企業的な力の集中が可能となっ

た。

　ＧＥのコンピューター事業からの撤退の理由は，原子力やジェットエンジン

等の他の事業分野と平行してこの分野を維持することの資金的ゆとりの欠如が

あげられてきた。日本企業がコンピューター事業に力を集中して成功したこと

と突き合わせて考えると ，この判断は正当であ ったかもしれない。他方，テジ

タルイクイプメントやア ップルがＩＢＭの大型機との正面衝突を避けて，中小

型機から徐々にコンピューター市場の内容を変えていっ て成功した点から考え

れば，ＧＥにも工夫の余地はあ ったのかもしれない 。

　コンピューター事業分野の最近３０年ほどの経過から判断できることは，専業

企業的な力の集中配分が事業成功の大きな要因になっ ていたと思われることで

ある 。

　（４）航空宇宙 ・軍事関連事業への参入

　表５は航空宇宙 ・軍事関連事業への電機企業の参入状況を示したものである 。

右欄の，総売上高中に占めるこの事業部門の比率が最も高いのは，機械　部品

企業から参入した一連の米国企業である 。売上高の３０％（テキサス ・インスツル

メント ，ハネウェ ル）から５０％前後（ロッ クウェル，レイセオン，ＴＲＷ）をこの分

野で達成するのは典型的な軍需産業であり ，戦後の冷戦構造のもとで米政府か

らのこの分野への需要の大きさを物語っている 。

　重電中心総合型企業の場合も ，日本企業を別にすれば２０％強と ，かなりたか

い。 ＧＥの場合は，ジェットエンジン（１３％）という産業分類としては機械産

業に属するものまで含まれており ，ロッ クウェ ルやレイセオンに似かっよた性

格を持っている 。
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表５ ．航空宇宙 ・軍事関連事業への参入企業

Ｉ． 重電中心型総合電機企業からの参入

１９９０年売上高の順位

２

３

７

９

１１

１７

２０

２９

ＧＥ（米）

日立製作所（日）

東芝（日）

ＣＧＥ（仏）

三菱電機（日）

ＧＥＣ（英）

ウェスティングハウス
エレクトリッ ク（米）

ＡＥＧ（独）

設立の年，王要製品分野　　　　　　　１９９０年のこの分野の比率

　１８９２年，航空宇宙電子機器，ジェットエンジン　　　２２％
　１９２０年，宇宙通信装置　　　　　　　　　　　　　　　？
　１９０４年，航空宇宙電子機器　　　　　　　　　　　　　？
　１８９８年，軍事用電子機器（トムソンに売却）

　１９２１年，航空宇宙電子機器，ロケ ット用電子機器　　　？
　１９００年，航空 ・軍事用電子機器　　　　　　　　　　２４％
　１８８６年，航空宇宙 ・軍事用電子機器　　　　　　　　２０％

１８８３年，航空宇宙 ・軍事用電子機器（ダイムラー・ ベ
　　　　ンッに移管）

ｎ． 通信機器中心型総合電機企業からの参入

６　フィリッ プス（オランダ）　　１８９１年，航空 ・軍事用電子機器　　　　　　　　　　　？

１６　トムソン（仏）　　　　　　　１８９３年，航空宇宙 ・軍事用電子機器（ＣＧＥから買収）　５６％

１Ｖ

１０

１４

２４

３１

Ｖ．

　１

２６

４０

通信機器企業からの参入

日本電気（日）　　　　　　１８８９年，航空宇宙電子機器

富士通（日）　　　　　　　　１９３５年，宇宙電子機器

モトローラ（米）　　　　　　１９２８年，航空宇宙 ・軍事用電子機器

エリクソン　テレフォン（ス　１８７６年，軍事用電子機器
ウェー デン）

事務機 ・精密機械企業からの参入

ＩＢＭ（米）　　　　　　　　　１９１１年，航空宇宙 ・軍事用情報処理機器

ユニシス（米）　　　　　　　１９０５年，航空宇宙 ・軍事用情報処理機器

ＮＣＲ（米）　　　　　　　　１９２６年，航空宇宙 ・軍事用情報処理機器

？

？

１０％

８％

３％

？

？

ｗ．

２１

２８

３０

３２

３５

３８

機械 ・部品企業からの参入

ロッ クウェ ル　インターナシ
ョナル（米）

レイセオン（米）

ＴＲＷ（米）

エマーソン　エレクトリッ ク（米）

ハネウェ ル（米）

テキサス　インスツルメント（米）

１９２８年，ロケ ットエンジン，ミサイル，軍事用電子
　　　　機器
１９２８年，ミサイル，軍事用電子機器
１９１６年，航空宇宙用計測機器
１８９０年，ロケ ット発射システム，軍事用電子機器
１９２７年，航空宇宙誘導制御システム
１９３８年，航空 ・軍事用電子機器

４４％

５５％

５０％

８％

３３％

３２％

注１）　『Ｆｏｉｍｅ』 ，［ＭＯＯＤＹＳ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』，およぴ，日本経済新聞杜［外国会社年鑑』 ，［会

　社年鑑』より作成 。

　この事業分野は，軍需という多分に国策的性格の強い需要に支えられており ，

特定の企業が育成される傾向が強い。イギリスの場合にはＧＥＣが，フランス

ではトムソンが，ドイツではダイムラー・ ベンツが，そして日本では三菱重工

（４４０）
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がそのような企業に相当するであろう 。ドイツではＡＥＧがこの種の電子機器

類を生産していたが，１９８１年の和議の申請以後の再建過程の中で，この分野は

新たに親会社となっ たダイムラー・ ベンッに移管された。日本では，航空機 ，

ロケ ソトというメカニカルな部分は王として二菱重工が担当し，電子機器類は

二菱電機をはじめとする電機企業が担当する。フランスの場合には，この種の

電子機器類はＣＧＥとトムソンに分かれていたものを，トムソンの経営が行き

詰まっ たのを機会に，ＣＧＥが持っていた事業部門をトムソンに集中し，トム

ソンは通信機器事業部門をＣＧＥに譲り渡すことで互いに効率化をはかったが ，

この集中劇はミッ テラン政権の承認のもとで行われた 。

　強大な軍事機構を持たない国の企業は，この分野が軍需だけではないにして

も相対的に不利な立場におかれる。技術的関連からいえば，通信機器企業がこ

の事業分野の王人公になるべきであろうが，オランタのフィリ ソプスやスウエ

ーデンのエリクソンは先述の諸企業に比べてそれほど大きな比重を持っていな

い。 フィリッ プスの場合，「業務用製品 ・システム」という項目で表示され ，

その比率は２３％であるが，この中にはコンピューターやＭＥ機器も含まれる

ので，航空宇宙 ・軍事関連機器の比重は正確には把握できないが，それほど大

きなものでないであろうことは判断できる 。

　コンピューター製造企業の場合もこの数字は正確には把握できないが，汎用

コンピューター事業が隆盛を極めている状況の中では，ＩＢＭの３％という数字

に象徴されるごとく ，それほど大きな比重を占めないものと思われる 。

　この分野の特徴は，通信機器とコンピューター技術を併せ持つ各国のトッ プ

企業が国策的に育成されているというのが実状であろう 。このことを示す実例

として，プレ ッシーという英国の通信 ・防衛機器企業を英ＧＥＣとシーメンス

（独）が共同買収した事例をあげることができる。プレッ シー側は激しく抵抗

するが，８９年９月に買収は完了し，ＧＥＣが防衛部門を引継ぎ，通信機器事業

はシーメンスが引き継いだ。８６年にも一度，通信機器部門の集中強化を目的と

したＧＥＣ単独での買収の企てがあ ったが，この時は英国政府は集中 ・独占の

弊害を理由としてこの買収を却下している。しかし，８９年の防衛部門の集中は
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英国政府も排除しなかったのである 。

　家電，半導体 ・コンピューター 航空宇宙 ・軍事関連機器といっ た戦後の急

成長分野には，関連周辺分野から多くの企業が参入したが，競争が一段落した

時点で残ったのは，意外と ，もっ ぱらその事業分野に特化した専門企業であり ，

総合型企業の場合も新たな事業分野で成功をおさめるためには，思い切った力

の集中配分が必要であ った。一方に各企業の多角事業化という　般的現象を見

ながらも ，他方では創業時以来の技術的母斑を色濃く残した得意とする専門分

野への特化というもう一つの特徴は，企業の再編過程の中で明瞭になる。次に

各事業分野での集中 ・再編過程について検討しよう 。

第三章　電機企業の最近の集中化傾向

　表６は最近の電機企業の集中を示したものである。欧米諸国では企業の買収

はかなり頻繁に行われるので，ここに表示したものはその内の代表的なものだ

けである。より具体的にいえは，その合併　提携によっ て， その事業分野の勢

力関係にかなり大きな影響を与えるものに限定されており ，この小論で取り上

げた主要４０社問の合併 ・提携，または，ある企業が頻繁に買収を繰り返すこと

によっ て急速に大きくなりつつあるような一連の合併 ・提携，が取り上げられ

ている 。

　まず最初に断っておかなけれはならないが，巨大企業問においては，ある企

業が他の企業をまるごと呑み込むという合併はそれほど多くは見られず，むし

ろ多角化した巨大企業の特定の事業分野を単位とした売買により再編が行われ

ていることである。例えは，ある事業分野では提携しても ，もう一つの事業分

野では依然として競合関係にある，ということがしばしば見られるのである 。

したがって，ここでは各事業分野ことに合併 ・提携関係を見て行くことにする 。

　重電分野の最近の動向の特徴は，第一には，スウェーデンのアセアとスイス

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４２）
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のブラウンボベリの重電部門の統合によるアセアブラウンボベリ（スイス）の

誕生，ＧＥＣ（英）とＣＧＥ（仏）の重電部門の統合によるＧＥＣ ・アルストムの

誕生，という二つの企業合同の発生である。第二の特徴は，このような統合企

業が軸となり ，他の企業を巻き込んだ一連の企業連合が形成されつつあること

である。一方の側にアセアブラウンボベリとウェスチングハウス（米）の提携 ，

もう一方にＧＥＣ（英） ・ＣＧＥ（仏） ・ＧＥ（米）の提携が見られるが，これらの

提携はまだ部分的なものであり ，二大陣営の対立という構図にはまだたち至 っ

ていないであろう 。

　重電分野は第１章で見たごとく ，電機産業の中では比較的成長速度の遅い分

野である。このような状況のもとで，全企業がそろっ て規模の拡大による効率

化を追求できないとすれは，いっ そうの競争力強化のためには集中（＝ 合併）

の道しか残されていない。そして最も切実にこのことが必要となっ ていたのは

ヨーロソ パの，しかも相対的に劣位の企業であり ，上記のような組み合わせで

集中が行われた。これに対して相対的に優位に立っているシーメンスは単独で

対抗しており ，かくしてヨーロッパにおいてはシーメンス ，ＧＥＣ ・アルスト

ム， アセアブラウンボベリという３大企業の対抗関係が，そして世界的には ，

これにアメリカのＧＥ，ウェスチンクハウス，日本の日立，東芝，三菱電機を

加えた寡占体制が出来上がり ，それぞれの地域市場を支配している 。

　一般的にいっ て， 成熟した市場をもつ分野においては集中が進行し，急速に

市場が拡大する分野では，新たな参入者も交えた多数の企業による激しい競争

が見られるが，重電分野は，少なくとも先進国においては典型的な成熟市場で

あり ，競争は制限され，集中が進行する。発展途上国においては，この分野も

急成長の可能性を持っているが，しかしその市場は先進国重電企業にそ っくり

明け渡されるのではなく ，多分に国策的に育成される途上国重電企業との提携

により進出可能となるであろう 。現在，アジア地域がそのようなものとして浮

上しつつあるが，ここでは，米 ・日 ・欧企業の進出競争が展開されつつある 。

　家電業界においても集中が進行しつつある。表６ではエレクトロラ ックス

（スウェーデン）とトムソン（仏），ワールプール（米）の３杜を例示しておいた
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表６ ．電機企業の集中（合併，提携）

１　重電分野における集中

＠　アセアブラウンボベリ（スイス）の動向

　１９８８年，アセアブラウンボベリの誕生…… アセア（スウェー デン）とブラウンボベリ（スイ

　　　　　ス）が対等出資で設立
　１９８９年，アセアブラウンボベリによるウェスチングハウス（米）の南米の送電 ・配電事業部門

　　　　　の買収

　　　　　アセアブラウンボベリとウェスチングハウスによる蒸気タービンの合弁会社設立
　　　　　（１９８９年）

　　ウェスチングハウスとＡＥＧ（独）による鉄道車両の合弁事業（１９８８年）

　　ＧＥＣ ・アルストムの誕生……１９８９年，ＧＥＣ（英）とＣＧＥ（仏）とが対等出資で設立（発電

　　配電 ・輸送機器）

＠　ＧＥＣ（英）とＣＧＥ（仏），ＧＥ（米）とによるガスタービンの合弁事業（１９８９年，ＣＧＥ４５％
，

　ＧＥＣ４５％，ＧＥ１Ｏ％出資）

　　ＧＥＣの医療機器部門強化

　１９８７年，フィリッ プス（オランダ）と合弁で医療用電子機器の新会社設立

　　　　　　トムソン（仏）より買収したＧＥの医療機器部門を買収

２　通信機器分野における集中

Ｏ　ｃＧＥの通信機器事業分野強化

　１９８３年，トムソンの通信機器事業分野を買収（逆に，軍事用電子機器事業分野をトムソンに売

　　　　　却）
　１９８６年，アルカテルＮ　Ｖ　の設立　　ＩＴｒ（米）のヨーロソハにおける通信機器事業を合体

，

　　　　　ＣＧＥ５６ ．３％，ＩＴｒ３７％所有，経営はＣＧＥが担当→１９９０年ＣＧＥグループが７０％所有

　　シーメンス（独）の通信機器事業分野

　１９８６年，ＧＴＥ（米）と合弁でシーメンス ・トランスミッ ション ・システム（交換機，８０％出

　　　　　資）設立
　１１８７年，Ｔｅ１ｐｌｕ１ Ｃｏｍｍｍ１１ａｔ１ｏｎ１，ｌｎｃ（米），Ｎｏ宜ｏｎ Ｔｅｌｅｌｏｍｕｍｌａｔ１ｏｎｌ ＧｒｏｕｐＰｌ１（英）

　　　　　　を買収

　１９８９年，フレソンー（英）の通信機器事業を買収（ＧＥＣと共同で買収，事業を分割）

　　フィリッ プスとＡＴ＆Ｔ（米）との合弁事業……１９８４年，ＡＴ＆Ｔ　ａｎｄ　Ｐｈｉ１ｉｐｓ　Ｔｅ１ｅｃｏｍ －

　ｍｍ１ｃａｔｍｓ　Ｂ　Ｖを設立（ヨーロソハ通信機器市場強化）

３． 家電分野における集中

¢　エレクトロラ ックス（スウェーデン）による企業買収
　１９７６年，Ｍａｒｔｍ　Ｇｒｏｕｐ（家電）買収 ，

　１９７９年，Ｔａｐｐａｎ　Ｇｒｏｕｐ（米，電子オーフン），Ｇｒａｎｇｅｓ　Ｇｒｏｕｐ（Ｇｒａｎｇｅｓ　Ａ１ｍｍｍ，Ｇｍｎｇｅｓ

　　　　　Ｗｅｄａ）（スウェー デン，非鉄金属　建設）の株式貝い付け
　１９８０年，Ｏｃｅａｍｃ（仏，テレビ）買収

　１９８１年，北欧３国のＴＶメーカー３社を買収，Ｖｏｓｓ（テノマーク ，調理器），Ｈｕｇｍｓ（スウェ

　　　　　　ー デン，掃除機），Ｐｒｏｇｒｅｓｓ（独，掃除機）を買収

　１９８３年，Ｇｍｇｅｓ　Ｇｒｏｕｐの子会社数杜を売却　再建（Ｐ１ａｔｚｅｒ　Ｂｙｇｇ，Ｗｅｄａ　Ｐｕｍｐ等）

　　　　　Ｃａｍｐｍｇ　Ｆｒｅｅｚｅ（特殊冷蔵庫），ＺＫ　Ｈｏｓｐ１ｔａ１ＧｍｂＨ（消毒機器），Ｂｊｏｍｋ１ａｄｅｒ（ラ

　　　　　　ンドリーサービス）を買収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４４）
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　１９８４年，Ｚａｎｕｓｓｉ（伊，家電）の株式４９％取得→８６年Ｚａｎｕｓｓｉの販売店網を買収

　１９８６年，Ｗｈ１ｔｅ　Ｃ ｏｎｓｏ１１ｄａｔｅｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｌｅｓ（米，白物家電） ，Ｚａｎｋｅｒ（西独，洗濯機　乾燥機）

　　　　　を買収，Ｐｏｕｌａｎ／Ｗｅｅｄ　Ｅａｓｔｅｒ（チ ェンソー等）を買収
　１９８７年，Ｔｈｏｍ　ＥＭＩ（英）の白物 ・食品サービス機器部門，Ｄｅｓｉｇｎ ＆Ｍａｍｆａｃｔｕ台ｎｇ（米）

　　　　　の皿洗い機部門を買収
　１９８８年，Ａ１ｐｅ沁ｎｏｘ　Ｓ．ｐ．Ａ．（伊，ホテル用冷蔵機器），Ｃ ｏｒｂｅｒ６， Ｄｏｍａｒ（スペイン ，白物）

　　　　　を買収Ｒｏｐｅｒ　Ｃｏｒｐ．（米，園芸関連機器），Ｂｒｉｓｔｏ１Ｓ血ｅｅｔ（英）のシートベルト事業

　　　　　を買収ＵｎｉｄａｄＨｅｒｍ６ｔｉｃａ（スペイン，コンプレ ッサー）を買収
　１９８９年，Ａｍｅｒ１ｃａｎ Ｙａｒｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（米，園芸用晶　米１位）を買収

　　トムソンのエレクトロニクス家電強化
　１９８０年，ＳＡＢＡ　ＧｍｂＨ（独，テレビ，オー ディオ）の株式９５％を取得→カラーＴＶ１６０万台へ
　１９８３年，ＡＥＧ－Ｔｅ１ｅｆｕｎｋｅｎ（独）のビデオ ・オーディオ部門買収
　１９８７年，ＧＥ－ＲＣＡの音響 ・映像部門買収，米市場進出（医療機器部門をＧＥに売却）→
　　　　　ＴＶ７００万台へ

　１９８７年，Ｆｅｒｇｕｓｏｎ ブランド（英，ＴＶ ・ビデオの英トッ プ）を買収

　　ワールプール
　１９８５年，Ａｓｐｅｒａ　Ｓ．ｐ．Ａ．（伊，コンプレ ッサー），Ｃｈａｒ１ｅｓ　Ｍａｍｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｃｏ． （キ ッチンキ

　　　　　ャビネ ット）の買収決定
　１９８７年，Ｋｉｔｃｈｅｎ　Ａｉｄ　Ｉｎｃ．を買収ＧＥが買収したＲｏｐｅｒ（電気 ・ガスレンジ）のブランド名使

　　　　　用権を獲得
　１９８９年，フィリッ プスの白物家電事業を引継ぎ，合弁会社設立
　　　　　（Ｗｈｉｒ１ｐｏｏ１Ｉｎｔｅｒｍｔｉｏｎａ１Ｂ．Ｖ

．，
ワールプール５３％，フィリッ プス４７％所有）

４． 航空宇宙 ・軍事用電子機器における集中

¢　ＧＥＣ ・…・・ １９８９年，プレ ッシーの航空電子 ・海洋部門を買収（シーメンスと共同買収，事業

　　を分割）

　　トムソン……１９８３年，ＣＧＥより軍事 ・家電部門を買収（逆に，ＣＧＥに通信機器部門を売

　却）
　　ハネウェル（米）……１９８７年，ユニシスから航空宇宙部門を買収

５． 半導体 ・コンピューター事業分野における集中

¢　トムソン

　１９８５年，Ｍｏｓｔｅｋ（米，半導体）を買収

　１９８６年，Ｔｏｒｒｉｃ　Ｃｏｒｐ。 （米，ＡＳＩＣの設計），Ｃｏｍａｒｋ　Ｃｏｍｍｍｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｃｏｒｐ． （米）買収

　１９８７年，ＳＧＳ－Ｔｈｏｍｓｏｎ　Ｍ１ｃｒｏｅ１ｅｃｔｒｏｍｃｓ（オラノダ）を伊ＳＴＥＴと合弁で設立→欧州第２位

　　　　　に
　　シーメンス

　１９８８年，Ｂｅｎｄｉｘ　Ｅ１ｅｃ廿ｏｎｉｃｓ　Ｇｒｏｕｐ（米）を買収，ＩＢＭとの合弁事業プロジェクトを発表

　１９９０年，ニクスドルフ（独）を合併→ヨーロッパ最大のコンピ ューターメーカーへ
　　富士通…… １９９０年，ＩＣＬ（英）を買収

　　ＡＴ＆Ｔ…… １９９１年，ＮＣＲ（米）を買収

注１）　日本経済新聞社『外国会社年鑑』，『会杜年鑑』より作成 。

　２）　ここに取りあ っげたのは，主要企業問の集中と ，頻繁に買収を繰り返す企業の集中，に限定した 。

（４４５）
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が， この場合，エレクトロラ ックスとワールプールは白物家電で，トムソンは

エレクトロニクス家電を中心に，それぞれ集中を進めつつある 。

　白物家電は各国の地域市場をそれぞれの地元企業が掌握しており ，かつ，先

進諸国市場においては成熟段階に入りつつある。家電事業分野における日本企

業の世界市場の席巻がいわれているが，それはテレビ，ビデオ等のエレクトロ

ニクス家電の分野であ って，白物家電はこの限りではない。エレクトロラ ック

スによる集中は白物家電という成熟市場での競争の帰結の典型を示している 。

この場合，売買の対象になるのは伸び悩みに陥った企業そのものであるが，買

い主の主たる獲得目標は買収対象企業が持っている顧客＝市場シェアである 。

例えば，同社のヴ ァティン会長の言葉によると ，「買収についての考え方は単

純なものだ。マーケ ソトシェアを買い，不要な資産は売却する。その上で会社

を再編し，生産を合理化する 。」（松井幹雄ｒエレクトロニクス』１９８７年，日本経済

新聞社，Ｐ．２６０参照）とのことで，この方針で同社は過去２０年問に百社以上の企

業を買収し，急成長を遂けてきた。同社発祥の地スウェーテンは人口８百万人

余りの国で，国内市場は小さく ，事業展開はおのずと国外に向かわさるを得な

いが，ある程度成熟を見た市場に自ら工場を立て，その分野全体の供給能力を

増大させながら参入するのは得策ではなく ，シェア買い取りによる進出以外は

困難であろう 。同社の最近の買収で主要なものは，ザヌシ買収によるイタリア

・南欧市場の買い取りと ，ホワイトコンソリデーテ ッド買収によるアメリカ市

場， ソーン ・ＥＭＩの白物家電 ・食品サービス機器部門買収によるイギリス市

場の買い取りである。同様の行動はワールプールにも見られる 。同社は１９８９年

にフィリッ プスの白物家電事業の共同経営に乗りだし，５３％出資によりその主

導権を掌握した。また，トムソン（仏）もまたエレクトロニクス家電分野での

集中を進めているが，最近ではＧＥの音響 ・映像部門の買収によりアメリカ市

場に進出した。その際，トムソンは医療機器部門をＧＥに譲り渡している。こ

れは事業部門を単位とした営業権 ・市場の交換協定でもある 。

　家電事業部門の競争はこの集中により ，松下電器，フィリ ソプス，ソニー

エレクトロラ ックス，ワールプール，トムソンあたりを中軸に展開されるであ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４６）
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ろう 。といっ ても ，他の企業がこの分野で脱落したことを意味するのではない 。

　事業部門を単位とした営業権 ・市場の交換協定は，通信機器 ・航空宇宙電子

機器事業部門でもみられる。通信機器も ，航空宇宙電子機器も電機産業の中で

は将来的に有望視されている分野であるが，現在この分野に参入している全企

業が生き残るほどには市場の拡大は急速ではない模様で，この事業分野でも集

中が進んでおり ，その際に，ごく一般的な買収の事例と並んで，大企業同士で

の事業分野の交換が見られる。その典型は，ＣＧＥとトムソンによる事業の交

換であろう 。交換以前には両杜とも通信機器部門と航空宇宙電子機器部門を持

っていたのだが，トムソンの経営危機が表面化した時に，ミッ テラン政権は同

社を国有化するとともに，ＣＧＥは通信機器部門に，トムソンは航空宇宙電子

機器部門に特化する事業父換協定を成立させた。これにより両社は事業の集約

化によりそれぞれ競争力を強化したのである。ＣＧＥはさらにＩＴＴの在欧通信

機器製造部門を買収して，アルカテルＮ．Ｖ．を設立し，この部門をいっ そう強

化した。ＧＥＣとシーメンスによるプレ ッシーの共同買収もこれに似た性格を

持つ。この場合，ＧＥＣが航空宇宙電子機器部門を吸収し，シーメンスは通信

機器部門を吸収した。これも一種の事業部門調整協定である。これらの事業部

門の交換や，共同買収による事業分割は，一種の現代版カルテルとでもいうべ

き性格のものであろう 。

　半導体 ・コンピューター事業分野における集中化傾向はようやく始まりつつ

あるという状況であろう 。この表に掲げた以外にも ，ＩＢＭやモトローラ ，

ＮＣＲ，ヒューレ ットパッ カード等で比較的小規模な企業買収が進んであるし ，

日本企業も富士通がＩＣＬを買収したのをはじめとして，日立とオリウェティ ，

日本電気とフル，東芝　富士通とシーメンスというように技術供与や，製品供

給を通じて緩やかな提携が出来つつあるが，そのことでこの業界における対抗

関係が確定したというほとのものでもない。この分野の市場はまだまだ成長段

階にあり ，本格的な集中が始まるにはもう少し時問が必要であろう 。尚 ，

ＡＴ＆Ｔは１９９１年５月にＮＣＲを買収することにより ，本格的にこの分野に参

入した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４７）
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表７ ．世界の主要電機
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２ＧＥ（米）

３　日立（日）

５　シーメンス（独）

７　東芝（日）

８　アセア ・ブラウンボベ
リ（スイス）

９　ＣＧＥ（仏）

１１三菱電機（日）

１７ＧＥＣ（英）

２０　ウェスティングハウス
　　エレクトリッ ク（米）

２９　ＡＥＧ（独）

６　フィリッ ブス（オラン
　ダ）

１０　日本電気（日）

１４　富士通（日）

１６　トムソン（仏）

２２ＡＴ＆Ｔ（旧Ｗ ・Ｅ
　社）（米）

２４　モトローラ（米）

３１エリクソン（スウェー
　デン）

３６　ノー ザンテレコム（加）

４　松下電器（日）

１２　ソニー（日）

１５エレクトロ ・ラ ックス
　（スウエー デン）

２５三洋電機（日）

２７　シャープ（日）

３４松下電工（日）

３７　ワールプール（米）

１　ＩＢＭ（米）

１８　ヒューレト ・ノヤッ カー
　ド（米）

１９　デジタル ・イクイブメ
　ント（米）

２３　キャノン（日）

２６　ユニシス（米）

１９７５年頃の製晶分野

産業用機器　ンステム２７％，国際事業２４％，電力関連機器１８％，家電１８％，航空
宇宙１３％

家電２７％，原動機　重電機２６％，通信　電子　計測機器１９％，産業機械１５％，車
両１４％

発電関係３２％，通信関係２４％，テータ：■ステム１５％，送電線　昭明　エアコ！
１２％，医療機器９％

家電３９％，重電３９％，通信 ・電子機器２１％，材料その他２％

（アセア　１９７７）発電機器３６％，標準機器２４％，産業機器１２％，輸送用機器９％ ，

半製晶９％
（ＢＢ ・１９７８）変送配電２７％，発電２４％，産業 ・輸送機器２０％，汎用品１４％，エレ
クトロニクス部門９％
（１９８０）重電 ・車両 ・造船２６％，通信機器１８％，エンジニアリング１７％，電気工事
１２％

重電３０％，電子機器　通信機器２８％　家電２４％，標準電機１９％

（国内）電子 ・制御 ・通信機器３８％，重電１８％，産業用１４％，部晶 ・電線１４％，家
電１２％

発・ 送・ 配電機器３７％，産業用機器３８％，軍需 ・官公需２２％，放送用機器３％

（１９８０）通信　交通 ンステム２２％，発電所建設　産業 ンステム１９％，産業　電子部
品１８％，家電２２％，映像音響機器１２％，事務機７％

一般消費者向け４２％，専門機器２９％，工業向け１７％，その他１２％

有線機器３５％，電子機器２３％，血線機器２０％，電子部品１４％，家電その他９％

情報処理機器６８％，交換機器１５％，無線伝送機器１４％，電子部品３％

専門家用機器３５％，耐久消費財２７％，医療用機器１１％，電機製晶１１％，電話機
１０％

（１９５８
，Ｗ ・Ｅ社）電話機６８％，交換機２６％，その他６％

通信機器４７％，半導体２７％，政府向けエレクトロニクスシステム１６％，自動車用
品１０％

電話交換機 ・電話設備６６％，ケー ブル ・配線装置１３％，送受信装置その他１５％ ，

軍用６％
（１９８３）電話交換機３６％，事務用電器通信システム２２％，伝送関係１６％，端末機器
類１５％

血線機器４４％，家庭電化機器３８％，電機６％，電池４％　管球４％　その他３％

音響機器４６％，テレビ４０％，特機製品５％，その他８％

家電６４％，調理器 ・洗濯機 ・ミシン１３％，業務用機器１５％，モーター部門８％ ，

事務機器７％

電子機器４４％，家庭用電気機器３７％，業務用電気機器８％，カス　石油器具７％

伍線機器４４％，家庭電化機器３７％，電機６％，電池５％，電球４％，その他４％

昭明器具３７％，電設資材２４％，建材２３％，家電８％，化学材料７％，その他１％

冷蔵庫 ・エアコン３８％，洗濯機３７％，その他製品１１％，テレビ５％，その他サ ー
ビス等９％

データ処理機器 ・システムの販売 ・レンタル７７％，その他の機器 ・サ ービス２０％ ，

政府向け３％

試験　諦則機器　関連製品４５％　電子データ処理製品３９％　電子医療機器１０％

ミニコン ・大型システム ・周辺機器８１％，サービス他１９％

カメラ３６％，複写機１９％，電卓１９％，８ミリ８％，光学特殊機器８％，レンズ
６％

（バロース）大 ・中 ・小型コンピ ューター６１％，補修サ ービス２０％，補修用晶１１％ ，
計算鐸類６％

、

（スペイリ）コ！ヒューター他事務機械４５％，農業等機械類２８％，誘導　制御機器
２３％

（４４８）
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２３
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金融２４％　航空機エノ：■ノ１３％　産業機器１２％　電力機器１０％　航空宇宙９％　電機９％

情報　エレクトロニクス４８％　電力 ；■ステム１９％　産業 ンステム１０％　交通 ンステム９％　家電１４％

発電プラント２１％，発電 ・重電 ・ＦＡ機器のエネルギー・ オートメーシ ョン２０％，情報 ・通信システム１７％

情報 ・通信システム ・電子デバイス５７％，重電２２％，家電２１％

発・ 送・ 配電設備４３％，工業機器１３％，環境制御１２％，輸送機械４％，その他２８％

通信機器　テータ処理　電線６１％，重電　輸送機器１８％，電気工事　産業用フラ■卜制御９％

電子テハイス　情報通信 ンステム３７％，重電２２％，家電２１％，産業　メカトロニクス２０％

電子 ンステム３０％　発電機２２％　家電９％　通信機器８％　計測器６％　医療機器６％

工業部門２３％，エレクトロニクス部門２０％，商業部門１８％，エネルギー・ 電力部門１６％　金融９％

鴻オートメーノヨノンステム２０％オフィス ．通信システム８％ ・

消費者向け製品４６％，業務用製品　 ノステム２３％，部品１５％，昭明１３％，その他４％

コノピューター　電子機器４９％　通信機器３１％　電子テハイス１９％，その他２％
情報処理機器７２％，通信機器１７％，電子デバイス１１％

防衛システム５６％，家電３６％，医療機器３％　その他５％

通信機器，同部晶

通信機器３２％，半導体３０％，汎用システム２３％，情報システム５％，軍用その他１０％

電話交換機 ・電話設備５６％，ケー ブル通信網１３％，無線通信機器２０％，軍用８％，部品２％

局用交換機５３％，ビジネスシステム２４％，伝送関係１０％，ケーブル等外部資材９％，その他３％

１青報　産業機器２５％，映像機器２１％，電子部晶１７％，家庭電化機器１５％　音響機器７％

ビデオ３８％，音響製晶２６％，テレビ１７％，その他１９％

家電５１％，工業製晶２０％，アウトドア機器１０％，業務用機器９％，サービス５％

情報 ；／ステム　電子テハイス２７％　家庭用電化機器２７％　映像　音響機器２ユ％　産業機器１７％

情報機器 ・電子部品４７％，電子機器２６％，電化機器１７％　音響機器１０％

照明器具２８％，建材２８％，情報機器２０％，家電１０％，電子材料８％，制御機器５％

冷蔵庫 ・エアコン３４％，洗濯機３４％，その他家電製品２５％

輸送シ

プロセ ッサ ー　周辺機器４３％，プログラム ・保守　その他３４％，ワークステーシ ョン２０％，政府向け３％

測定 ・設計 ・情報 ・製造設備３７％，周辺機器３０％　メンテナンスサ ービス２０％，医療機器 ・サービス７％

コンピ ューター・ 周辺機器 ・ソフトウェア６３％，サービス他３７％

複写機３２％，コンピューター周辺機器２７％，情報　通信機器１９％，カメラ１６％，光学機器他７％

メインフレーム ・周辺機器２９％，ソフトウェア ・サ ービス２０％，補修サ ービス２０％，分配システム ・ワークス
テーシ ョン１４％，特注品 ・サービス１６％，その他１％

（４４９）



６８

機
械

部

企
業

３３　オリヴェテイ（伊）

３９　ブル（仏）

４０ＮＣＲ（米）

１３　ロノ寸一ト ・ボ ッシュ
（独）

２１　ロッ クウェル ・インタ
ーナシ ョナル（米）

２８　レイセオン（米）

３０ＴＲＷ（米）

３２　エマーソン（米）

３５ハネウェル（米）

３８　テキサス ・インスツル
メント（米）

　立命館経済学（第４１巻 ・第４号）

タイプライター３６％，会計機 ・電算機２１％，加算機 ・電卓２０ ．６％，端末機８％ ，

通信機器６％

コンピューター

金銭登録機 ・コンピューター４５％，サ ービス２３％，レンタル１１％，事務用品１０％ ，
紙９％，軍用２％

自動車関連機器５８％，家電１９％，産業用機械１３％，プラント類 ・金属加工機械
１０％

（１９８０）航空宇宙３０％，自動車部品２５％，エレクトロニクス２４％，印刷 ・繊維機械
等１２％

エレクトロニクス５５％，エネルギー関連２７％，家電製品１１％，その他７％

エレクトロニクス ・コンピ ューター２４％，自動車用製品３９％，宇宙関連機器１１％ ，

機械部品 ・工具１３％

商業　産業用製品６４％　消費者向け２９％　政府　国防向け７％

コンピューター等４８％，住宅 ・ビル用制御装置１９％，産業用制御機器１６％，航空
宇宙機器１５％

半導体　消費者製品４２％，政府向け電子機器１８％，テンタル製品２５％，サーピス
９％

注１）『Ｍ００ＤＹＳ　ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ　ＭＡＮＵＡＬＥＳ』，およぴ　日本経済新聞社［外国会社年鑑』，［会社年鑑』より

２）１９９０年の製品分野について　　線を引いた箇所は，最近各企業が重視している分野，または，比重が高まり

　表７は主要電機企業の最近の製品分野の変遷を示したものである 。１９９０年に

ついては，各社の最近の重点分野に下線を付して，その事業の方向性を示そう

とした。したがってこの下線は「新しい方向」であ って，必ずしも現在の主力

製品と一致するわけではない。また，下線を付していない企業は従来の事業方

向を踏襲しているのであ って，その企業の停滞を意味するものでもない。重電

企業は各社とも電力機器や産業用機器に自動制御機構を組み合わせた，いわゆ

る新重電に熱心であるが，その上でコンピューターや通信機器，航空宇宙電子

機器に活路を求めている。また，注目すべきことに，ＧＥやウェスチングハウ

スは非製造業の金融や商業部門の比重を高めている 。

　通信機器企業や事務機 ・精密機械企業，家電企業はおおむね本来の事業部門

に引き続き力を注いでいる。機械 ・部品企業は航空宇宙 ・軍事部門に力を入れ

ている企業と産業用機器に再度力を入れ始めた企業に分かれる 。

　このような中で，かなりの企業が重点的な力の配分を追求している姿が見て

取れるであろう 。注意を要するのは，この場合に２つのタイプがあることであ

る。 第一のタイプは，コンピューター事業分野に見られるような，市場が急速

に拡大するのに対して，他の分野から全力を挙げて参入をはかっている場合の

重点的な力の配分である。日立や東芝，日本電気，富士通にヒューレソトパソ

カード，ＮＣＲがこのような事例に相当する。もう一つのタイプは，ＣＧＥとト

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５０）



　　　　　　　電機産業における競争形態の研究（その２）（田中）　　　　　　６９

３３　コンピューター・ 端末５１％，事務機器 ・電子タイプライター２３％　 ソフト１３％　プリンター９％　通信機器

３９　コンピューター

４０　サ ービス 部門３５％，ワークステーシ ョン ・大型コンピューターシステム３５％，汎用システム１４％，事務用品類
　８％
１３　自動車部品５１％　情報機器２３％　家電等最終消費財２０％　生産財７％

２１　エレクトロニクス４０％，航空宇宙３２％，自動車部品１９％，グラフィッ ク・ システム９％

２８　エレクトロニクス５９％，航空機関連１２％，エネルギー関連１１％，家電１ユ％，その他７％
３０　宇宙 ・防衛部門５０％，自動車部晶４１％，情報システム９％

３２　モーター・ 配電器等産業用７７％，照明器具 ・工具等消費者用１５％，政府 ・軍用８％

３５　住宅 ・ビル制御装置３５％，航空宇宙３３％，産業用制御装置２６％　その他６％

３８　電子部品４７％，デジタル製品１９％，国防用電子機器３２％，材料２％

作成 。

つつある分野である。下線を付していないのは，事業の方向に大きな転換がみられない企業である 。

ムソンの事業交換協定のように，いわば棲み分け的に特定の事業分野に特化し

て行く場合であり ，その他にもＧＥＣの航空宇宙部門，エマーソンやハネウェ

ルの産業用 ・建築用機器類がこのタイプに相当する。一部の重電企業や電話機

器製造企業のように伝統的な事業分野を離れようとしない場合も ，見方によっ

ては　種の棲み分けでもある 。

　いずれにしても ，多角化の中からこのような専業化方向（あくまで方向であ っ

て， 完全に専業化するのではない）が生まれてくる点は注目に値する 。

終わりに

　この小論では，世界の主要電機企業４０杜の戦後の動向を，企業問関係の対比

の中で検討してきた。一口に電機産業といっ ても ，ごく大ざっぱに分けただけ

でもこの小論で分類したように５つ程度の分野に分かれるので，全企業を一括

してその競争関係を要約するのは簡単ではない。しかし逆に全企業を一括して

観察したが故に浮かび上がった点もあるので，以下，この小論の要点と ，今後

検討を要する点を要約して結びにしたい 。

　第一に，１９６０年代の家電事業や，現在のコンピューター事業のように市場が

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５１）
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急速に拡大する場合には，周辺分野から多くの参入が行われ，シェア獲得のた

めに価格競争を含めた激しい競争が展開される。競争が一段落した段階では ，

集中が顕著になり ，固定化したシェアそのものが売買の主要対象になる。エレ

クトロラ ックスがその典型的な事例を提供している 。

　第二に，市場と技術が比較的安定的な場合には，もはや新たな参入は見られ

ず， 協調的側面が目立つようになる。アセアブラウンボベリとＧＥＣ ・アルス

トムの２大合併と ，それを軸とした提携関係が形成されつつある重電分野がそ

の典型である。この場合，市場分割も地域的に固定的であるといわれているが ，

今回はその実態を確認する作業はできていない。家電事業も ，このような局面

に入りつつあるのかもしれない 。

　第三に，市場が比較的安定的であ っても技術革新が続くような分野では，集

中が人為的に，場合によっ ては国家の支援を得て，促進される。ヨーロッパの

通信機器や航空宇宙電子機器分野ではこのような事業交換による棲み分けがは

かられた 。

　第四に，既存事業分野における市場の成熟は，必然的に事業の多角化を呼ぴ

起こす。しかしその多角化は必ずしも成功するわけではなく ，成功のためには ，

その企業の母体技術に支えられた力の集中的配分が要求される。例えば，コン

ピューター分野への多角化では，日立，東芝は他の事業分野を踏み台にして力

を集中したために成功をおさめつつあるのに対して，ＧＥ，ハネウェ ルはその

余裕がなく撤退を余儀なくされた。多角化の典型的事例はコングロマリットで

あるが，ＩＴＴにしろリットンインダストリーにしろ長期的には成功とはいえ

ないであろう 。そして，多角化に行き詰まっ た場合には事業の再編過程の中で ，

専業化 ・集約化の方向が模索されるのも見逃せない点であろう 。ＡＥＧ（独）は

家電事業に手を広げすきて倒産にたち至ったといわれているが，今では家電事

業も抱えてはいるものの，重電中心に再建途中にある。多くの企業が一斉に多

角化をすれば，おのずと貧乏くじを引く企業が発生し，かくして多角化も万能

ではない 。

　第五に，資本過剰を吸収する作用を持つ多角化が成功をおさめた場合でも ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５２）
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過剰資本が形成される。ＧＥやウェスチングハウスの金融，商業分野の比重の

高まりや，松下電器のアメリカの大手エンターテインメント企業ＭＣＡ社の

買収はこの事例に相当するであろう 。

　以上が戦後の主要電器企業の事業部門の変遷をたどることによっ て判断でき

る事柄である。電機産業については，２０世紀の初頭に始まっ た電球カルテルを

母体にして，よりいっ そう範囲を広げたカルテルが，少なくとも１９７０年代まで

は存在していた，といわれている 。（詳しくは，吉田正樹「アメリカおよびドイツ

電機産業におけるカルテル形成とその国際化について」『三田商学研究』３０巻４号 ，

１９８７年１０月 ，参照）一般的にいっ て， カルテルには価格協定，市場分割協定，技

術交換協定が含まれるが，技術交換や市場分割の実態をよりいっ そう詳しく把

握する事が，競争と棲み分けを含む各企業の事業展開を理解するうえでぜひと

も必要なことと考えられる。今回はこの作業が出来ず残念ではあるが，後日を

期したいと思う 。

（４５３）




